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１ 監査の概要 

 

 (1) 八幡浜市監査基準（令和 2 年八幡浜市監査委員規程第 1 号）に準拠 

 

 (2) 監査の種類 

財務監査を中心に、必要に応じ行政監査も実施した。 

 

 (3) 監査の対象、実施日、場所、監査を行った委員 

 

監査対象 監査月日 監査場所 監査を行った委員 

保内庁舎管理課 

（宮内財産区を含む） 
5 月 13 日 監査事務局 若宮髙治 

議会事務局 5 月 13 日 監査事務局 若宮髙治 

水道課 5 月 20 日 監査事務局 
若宮髙治 

宮本明裕 

下水道課 5 月 27 日 監査事務局 
若宮髙治 

宮本明裕 

 

 (4) 監査の着眼点 

主として収入事務、支出事務、契約事務、財産管理事務が適正に実施されてい

るか確認した。 

 

 (5) 監査の実施内容 

主として令和 6 年度において執行された事務事業について資料の提出を求め、

分掌事項の管理運営等につき事情を聴取して監査し、必要により他年度にも及ぼ

した。 

 

 

 

２ 監査の結果 

 

次のとおり 

 

 

 



 - 2 - 

 

 

 

 

 

(1) 職員の配置と事務分掌 

保内庁舎管理課は市民福祉部に所属し、職員は課長以下6人（会計年度任用職員3人を含む）

であり、次のとおり2係に配置し、所管事務を分掌している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 予算の執行状況 

当課関係予算の執行状況（令和 7年 3月末現在）は、次表のとおり歳入予算現額

9,704,000円に対して、調定額10,027,950円、収入済額9,198,042円（執行率94.8％）となっ

ており、歳出は、予算現額35,249,000円に対して、支出済額27,008,173円（執行率76.6％）で

予算残額は8,240,827円となっている。 

収入済額の内訳は、使用料及び手数料では、財産管理使用料2,478,960円、火葬場使用料

861,050円、戸籍住民基本台帳関係証明手数料1,738,000円、財産収入では、青石寮跡地を職員

駐車場に貸し出ししている貸付料3,581,886円が主な収入である。 

支出済額の主なものは、総務費では庁舎電気代など光熱水費11,033,456円、建築保全業

務等庁舎管理委託料3,081,334円、民生費では、診療バス運行委託料1,186,526円である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保 内 庁 舎 管 理 課 

（単位：人）

課 長
主 幹 兼
課長補佐

専 門 員
兼 係 長

会計年度任用職員
（フルタイム）

会計年度任用職員
（パートタイム）

合 計

1 1 1 2 1 6

（歳　入）

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 執 行 率 徴 収 率

使用料及び手数料 5,255,000 5,238,526 5,175,226 63,300 98.5％ 98.8％

財 産 収 入 3,216,000 3,581,886 3,581,886 0 111.4％ 100.0％

諸 収 入 1,233,000 1,207,538 440,930 766,608 35.8％ 36.5％

合 計 9,704,000 10,027,950 9,198,042 829,908 94.8％ 91.7％

令和６年度　予算執行状況表（R7.3.31現在）

（単位：円）

(R7.5.1現在)

保内庁舎管理係長

（課長補佐兼務）

課長市民福祉部長

専門員兼
総合窓口係長

主幹兼
課長補佐兼
保内庁舎管理係長

 係2人
（うち会計年度任
用職員フルタイム
2人）

 係1人
（うち会計年度任
用職員パートタイ
ム1人）
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(3) 事務実績 

  令和7年3月末現在住民基本台帳世帯人口調査表（保内地区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 戸籍、住民登録事務等 

使用料及び手数料収入等を伴う窓口事務の取扱い件数、窓口業務時間延長利用人数は、次

のとおりとなっている。 

 ① 戸籍住民基本台帳関係証明手数料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 火葬場使用料 

    87件（4月～3月）  861,050円 

 

（歳　出） （単位：円）

款 予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率

総 務 費 32,590,000 24,746,864 7,843,136 75.9％

民 生 費 2,659,000 2,261,309 397,691 85.0％

合 計 35,249,000 27,008,173 8,240,827 76.6％

（職員の人件費を除く）

件 名
1件当たり
手数料 (円 )

件数 (件 ) 金 額 ( 円 )

戸籍（謄・抄本） 450 609 274,050

除籍（改正原戸籍） 750 664 498,000

戸籍証明 350 2 700

附票 300 97 29,100

住民票 300 1,575 472,500

個人番号カード再交付 800 39 31,200

証明（住民票記載事項証明・身分証明等） 300 85 25,500

印鑑証明 300 1,478 443,400

印鑑登録 300 151 45,300

車臨時番号 750 17 12,750

合計 4,717 1,832,500

男 女 合計

喜 須 来 1,275 1,306 1,369 2,675

川 之 石 1,230 1,100 1,198 2,298

宮 内 1,534 1,620 1,735 3,355

磯 津 259 195 225 420

合 計 4,298 4,221 4,527 8,748

世帯数
（世帯）

人口（人）
地区別
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 ③ 電子証明書発行手数料（200円／件） 

    39件    7,800円 

 

 ④ 窓口業務時間延長利用人数 

    24人（4月～3月） 

 

イ 福祉関係庶務 

    保内町での住民福祉サービスの窓口として、次の業務を行っている。 

 ① 福祉関係庶務に関すること。 

障害者等の手帳申請受付          18件 

有料道路割引申請受付           16件 

自立支援医療支給認定申請受付       26件 

補装具及び日常生活用具交付申請受付    37件 

重度障害者(児)外出支援事業         51件 

重度心身障害者医療受付           4件 

子ども医療受付              103件 

ひとり親家庭医療受付           25件 

児童手当受付               205件 

児童扶養手当受付             41件 

税等収納事務               509件 

遺族会関係の会費等の徴収（保内町29地区） 

 

 ② 日本赤十字社の運営に関すること。  

    ・日赤募金の受け取り（各区長） 

      令和6年度 971,300円 

 

ウ 高齢者関係庶務 

    ・高齢者外出支援事業 

      1人当たり年額13,200円 322件 

      外出支援バス利用者数 延べ889人（240日） 

 

    ・老人クラブの指導、育成 

      総会 年1回 役員会9回 

 

エ 管理業務等 

 ① 保内庁舎の管理運営全般 

保内庁舎に係る文書の収発、防災行政無線、庁用車、用品等の運用管理や市の収納業務な

ど、その他保内庁舎の他課に属さない業務全般を担っており、保内庁舎業務の利便性の確保

や市民サービスの向上に努めている。 

 

 ② 区長会（27行政区） 

この制度は、保内町が昭和30年4月、4町村合併時に保内町区長設置条例を制定し、町内各

地区の連絡網として平成19年度まで継承していた制度である。合併協議会では当分の間、区

長制度の継続が承認されていたが、新市での二制度の存在は好ましくないとの理由により、
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検討した結果、平成19年度で区長設置条例を廃止した。 

平成20年度から旧八幡浜市同様、任意の自治組織となったが、現状のまま行政と地域の繋

がりに協力していく旨決定し活動している。 

 

 ③ 宮内財産区事務局 

明治13年頃から造林を始め、今日まで、計画的な森林施業を実施し、昭和30年代以降、

財産区の収益を、地域の公共施設及び教育活動の整備財源として活用し、地域の福利増進に

大きく貢献してきた。 

運営については、議会制を執っており、宮内地区7行政区から7名の議員を選出、任期は4

年間となっている。現議員の任期は令和5年7月24日から令和9年7月23日までである。 

 

位置 保内町宮内地区東北部の銅ヶ鳴山の支脈に接し、標高250m～700mの山嶺の南西に面

し、一団地として位置している。また、宮内川の水源で、水は農業用水、飲料水に利用

されている。 

 

面積 113.31ha 

樹種はヒノキ63.80ha、スギ46.28ha、マツ2.6ha、その他広葉樹0.73ha（森林資源構成

表による参考値のため合計は一致しない） 

 

宮内財産区予算の執行状況（令和7年3月末現在）は、次表のとおり、歳入予算現額

2,640,000円に対して、調定額2,576,469円、収入済額2,576,469円（執行率97.6％）となっ

ており、歳出は、予算現額2,640,000円に対して、支出済額486,098円（執行率18.4％）で予

算残額は2,153,902円となっている。 

収入済額の主なものは、財産収入では、電柱等敷地料13,420円、諸収入では、電線張替補

償料3,210円である。 

支出済額の主なものは、議会費では通信運搬費1,680円、総務費では、作業報奨金

342,000円である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（歳　入） （単位：円）

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 執 行 率 徴 収 率

財 産 収 入 20,000 26,033 26,033 0 130.2％ 100.0％

繰 越 金 2,545,000 2,545,718 2,545,718 0 100.0％ 100.0％

繰 入 金 74,000 0 0 0 0.0％ 0.0％

諸 収 入 1,000 4,718 4,718 0 471.8％ 100.0％

合 計 2,640,000 2,576,469 2,576,469 0 97.6％ 100.0％

令和６年度　予算執行状況表（R7.3.31現在）

（歳　出） （単位：円）

款 予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率

議 会 費 487,000 1,680 485,320 0.3％

総 務 費 1,853,000 484,418 1,368,582 26.1％

予 備 費 300,000 0 300,000 0.0％

合 計 2,640,000 486,098 2,153,902 18.4％
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宮内財産区財政調整基金の状況（令和7年3月末現在）は、次表のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 経理事務と備品管理  

 経理事務については、関係諸帳簿を検証したところ、数字は証拠書類と一致しており、経理

事務に不都合は認められなかった。 

備品を備品台帳と照合（摘出法）したところ、員数は一致しており、その取り扱いは適当と

認められた。 

 

 

(5) 監査の結果 

  事務は概ね適正かつ効率的に執行されているものと認められた。 

 

積立額 取崩額

財政調整基金 54,100,000円 0円 0円 54,100,000円

令和６年度中増減
令和６年度末令和５年度末区分
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(1) 職員の配置と事務分掌 

  議会事務局職員は、局長以下5人であり、次のとおり3係を置いて、所管事務を分掌して

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 予算の執行状況 

当事務局関係予算の執行状況(令和7年3月末日現在)は、次表のとおりである。 

歳入予算現額1,000円に対し、調定額40円、収入済額40円（執行率4.0％、徴収率100.0％）

となっている。 

歳出予算現額117,890,000円に対して、支出済額は112,014,588円（執行率95.0％）で、支

出済額の主なものは、議員報酬63,176,645円、議員期末手当21,198,490円、市議会議員共済

会負担金18,772,480円となっている。 

交際費については48件、224,904円の支出となっている。（資金前渡400,000円から 

175,096円を戻入） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議 会 事 務 局 

（単位：人）

局　長
主幹兼次長

兼係長
次長兼係長 主任 合　計

1 1 1 2 5

(R7.5.1現在)

主幹兼次長
兼議事係長
兼庶務係長

次長
兼調査係長

議会事務局長

議事係長
(次長兼務)

係1人

庶務係長
（次長兼務）

係1人

（歳　入）

款 予 算 現 額 調 定 額 収 入 済 額 収入未済額 執 行 率 徴 収 率

諸 収 入 1,000 40 40 0 4.0％ 100.0％

（単位：円）

令和６年度　予算執行状況表（R7.3.31現在）

（歳　出） （単位：円）

款 予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率

議 会 費 117,890,000 112,014,588 5,875,412 95.0％

（職員の人件費を除く）
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(3) 議会の活動状況 

ア 令和6年中（R6.1.1～R6.12.31）の議会の活動状況は、次のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  なお、他市議員等の来訪は、秋田県能代市外8市町から60人となっている。 

 

イ 議会だより 

 年4回発行、発行部数 16,000部 

 

ウ 政務活動費事業 

 議会の活性化を図るため、議員の調査研究、その他の活動に資するため必要な経費の一部と

して政務活動費を交付する。 

 政務活動費申請者 4人、総額 363,901円 

 

 

(4) 経理事務と備品管理 

経理事務については、関係諸帳簿を検証したところ数字は証拠書類と一致しており、経

理事務に不都合は認められなかった。 

備品を備品台帳と照合（摘出法）したところ、員数は一致しており、その取り扱いは適当

と認められた。 

 

 

(5) 監査の結果 

  事務は概ね適正かつ効率的に執行されているものと認められた。 

 

 

市議会定例会・臨時会  5回開催 延日数 19日 出 席率 99.3％

市 議 会 協 議 会 13回開催 延日数 12日 出 席率 98.5％

開会中　18日
閉会中 　0日
開会中　15日
閉会中　20日

議 長 会

委 員 会 行 政 視 察 研 修

諸 会 議 調 査 陳 情 ほ か

延日数 35日

延日数 18日常 任 委 員 会

特 別 委 員 会

出席率

出席率

99.5％

98.6％

出

張
26回　延人員 39人　延日数 45日

 12回　延人員 43人　延日数 65日

 3回　延人員 28人　延日数 75日

会

議
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(1) 職員の配置と事務分掌 

水道課は産業建設部に所属し、職員は課長以下20人（委託3人、会計年度任用職員2人を

含む。条例定数20人）であり、次のとおり5係に配置し、所管事務を分掌している。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

管理者は置かず、市長がその権限を行使している。（地方公営企業法第8条第2項） 

出納事務は、企業出納員2人（水道課長、会計課長）、現金取扱員9人を配置し、出納取

扱金融機関（同法施行令第22条の2）に、株式会社伊予銀行を指定している。  

 

 

(2) 水道事業予算の執行状況 

ア 収益的収支 

次表に示したように収益的収入は、予算現額887,315,000円に対して、決算額920,426,704円

（執行率103.7％）、収益的支出は、予算現額874,940,000円に対して、決算額786,1

66,372円(執行率89.9％)で、収支差引額134,260,332円となっている。なお、収益的支出

・営業費用の予算残額は52,647,113円であり、地方公営企業法第26条第2項の規定によ

る翌年度に繰り越して使用する経費はない。 

 

  

水 道 課 

（単位：人）

課 長
主幹兼

課長補佐
課長
補佐

専 門員
兼 係長

専門員 係 長 主 任 主 査 主 事 委 託
会計年度任

用職員（フ

ルタイム）

会計年度任用

職員（パート

タイム）
合 計

1 1 3 3 3 0 1 1 2 3 1 1 20

（令和7年5月1日現在）

係5人

業務係長 係3人

（課長補佐兼務）

簡易水道係長

（課長補佐兼務）

主幹兼
課長補佐

専門員兼庶務
係長

 (内、会計年度任用職員フル
タイム1人)

（内、委託3人、会計年度任用
職員パートタイム１人）

専門員兼
工務係長

係3人

係1人

課長補佐

産業建設
部長

課 長
課長補佐兼
業務係長

専門員兼上
水・簡水施設
管理係長

課長補佐兼
簡易水道係長
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 イ 資本的収支 

次表に示したように、資本的収入は、予算現額1,001,725,000円に対して、決算額は

825,533,452円（執行率82.4％)、資本的支出は、予算現額1,213,039,000円に対して、決

算額は1,046,939,751円 (執行率86.3％ )で、収支差引不足額221,406,299円は、当年度分

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 19,084,829円、過年度分損益勘定留保資金

202,321,470円で補填しており、補填財源は適当なものと認めた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(単位：円)

予 算 現 額 決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減

執 行 率 うち仮受消費税

887,315,000 920,426,704 33,111,704 103.7％ 68,430,688

(1) 営 業 収 益 710,835,000 729,510,978 18,675,978 102.6％ 65,964,590

(2) 営 業 外 収 益 176,449,000 190,684,616 14,235,616 108.1％ 2,445,090

(3) 特 別 利 益 31,000 231,110 200,110 745.5％ 21,008

(単位：円)

予 算 現 額 決 算 額 予 算 残 額 執 行 率 うち仮払消費税

874,940,000 786,166,372 88,773,628 89.9％ 35,352,170

(1) 営 業 費 用 814,962,000 762,314,887 52,647,113 93.5％ 35,352,170

(2) 営 業 外 費 用 58,973,000 23,851,485 35,121,515 40.4％ 0

(3) 特 別 損 失 1,005,000 0 1,005,000 0.0％ 0

1 水道事業収益

収益的収入

区　　分

1 水道事業費用

収益的支出

区 分

(単位：円)

予算現額 決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減

執行率 うち仮受消費税

1,001,725,000 825,533,452 △176,191,548 82.4％ 0

(1) 企 業 債 615,224,000 508,424,000 △106,800,000 82.6％ 0

(2) 補 助 金 158,799,000 121,720,000 △37,079,000 76.7％ 0

(3) 固定 資産 売却 代金 1,000 0 △1,000 0.0％ 0

(4) 短期 貸付 金返 還金 60,500,000 31,500,000 △29,000,000 52.1％ 0

(5) 負 担 金 61,501,000 67,989,452 6,488,452 110.6％ 0

(6) 出 資 金 105,700,000 95,900,000 △9,800,000 90.7％ 0

(単位：円)

予 算 現 額 決 算 額 予 算 残 額 執 行 率 うち仮払消費税

1,213,039,000 1,046,939,751 166,099,249 86.3％ 78,180,974

(1) 建 設 改 良 費 997,256,000 860,157,546 137,098,454 86.3％ 78,180,974

(2) 企 業 債 償 還 金 155,283,000 155,282,205 795 100.0％ 0

(3) 短 期 貸 付 金 60,500,000 31,500,000 29,000,000 52.1％ 0

1 資 本 的 収 入

資本的収入

区　　分

1 資 本 的 支 出

資本的支出

区 分
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ウ その他 

収益的収支（税抜き）では、事業収入828,557,376円、事業支出755,561,657円、収支

差引72,995,719円の当年度純利益となった。  

これを、前年度繰越利益剰余金57,113,145円に加えると、当年度未処分利益剰余金は

130,108,864円となる。 

予算に定められている一時借入金の借入れはなく、たな卸資産購入については、限度

額予算9,422,000円に対して、執行額は4,259,200円で、限度内の執行となっている。  

 

 

(3) 水道事業の運営管理について  

 ア 事業実績について 

八幡浜市の人口に対して、上水道普及率は95.66％で、給水区域内における上水道普

及率は99.83％となっている。  

本年度における事業実績及び対前年度比較は、次表のとおりである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

有収率は77.84％（前年度77.86％）と前年度より0.02ポイント低下している。  

 

イ 事業収益について  

事業収益（税抜き額）は828,557,376円で、前年度に比べ17,799,512円（2.1％）減少

している。 

主な内訳は、営業収益663,546,388円（前年度比6,783,958円、1.0％の減少）、営業外

収益164,800,886円（前年度比11,225,656円、6.4％の減少）となっている。 

給水収益の現年度徴収率は91.07％である。徴収率が低いのは、3月分の使用料が4月

に納入されるためであり、この4月納入分を入れて計算した徴収率は99.10％となる。  

不納欠損処分額200,018円の内容を検討したが、やむを得ない理由によるものと認め

た。 

 

ウ 事業費用について  

総費用は755,561,657円で、前年度と比較し1,731,118円（0.2％）減少している。 

経費内容の主なものを構成比でみると、人件費14.9％、受水費30.3％、物件費・そ

の他14.4％、動力費5.6％、減価償却費31.7％、支払利息3.1％となっている。  

今年度の南予水道企業団からの受水費用は229,187,780円となっている。 

 

エ 供給単価及び給水原価 

水の給水原価は、１ 当たり214.69円（前年212.10円）、供給単価は、１ 当たり211.

92円（前年211.11円）で、差し引き2.77円の給水損となっている。  

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度

B A

給 水 戸 数 戸 15,172 14,980 14,854 14,743 14,602 99.0％

年 間 給 水 量 ㎥ 3,381,250 3,334,705 3,235,435 3,149,593 3,106,200 98.6％

一日平均給水量 ㎥ 9,264 9,136 8,864 8,605 8,510 98.9％

有 収 率 ％ 81.51 80.66 79.23 77.86 77.84 100.0％

対前年度
比率 A/B

単
位

区分
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オ 施行工事の概要  

令和6年度に施行した工事の契約方法は、管理規程の定めによる指名競争入札で行って

おり、その方法は、適当なものと認めた。  

 

 

(4) 財産の状況 

資産、負債、資本の状況と令和6年度中における増減及び財政分析、経営分析、資金計画

状況については、決算審査意見書で記述する。 

 

 

(5) 簡易水道事業予算の執行状況  

  簡易水道事業会計は、令和3年度に特別会計から企業会計に移行している。  

 

ア 収益的収支 

次表に示したように収益的収入は、予算現額24,290,000円に対して、決算額25,704,024円（執

行率105.8％）、収益的支出は、予算現額24,290,000円に対して、決算額21,380,975

円(執行率88.0％)で、収支差引額4,323,049円となっている。なお、収益的支出・営業費

用の予算残額は2,670,411円であり、地方公営企業法第26条第2項の規定により翌年度に

繰り越して使用する経費はない。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 資本的収支 

次表に示したように、資本的収入は、予算現額 70,828,000円に対して、決算額は

59,927,090円（執行率84.6％)、資本的支出は、予算現額70,899,000円に対して、決算額

は60,154,090円(執行率84.8％)で、収支差引不足額227,000円は、繰越工事資金40,000円、

過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額187,000円で補填しており、補填財源

は適当なものと認めた。 

 

  

（単位：円）

予 算 現 額 決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減

執 行 率 うち仮受消費税

24,290,000 25,704,024 1,414,024 105.8％ 447,222

(1) 営 業 収 益 5,787,000 4,919,570 △867,430 85.0％ 447,222

(2) 営 業 外 収 益 18,503,000 20,784,454 2,281,454 112.3％ 0

（単位：円）

予 算 現 額 決 算 額 予 算 残 額 執 行 率 うち仮払消費税

24,290,000 21,380,975 2,909,025 88.0％ 459,212

(1) 営 業 費 用 23,501,000 20,830,589 2,670,411 88.6％ 459,212

(2) 営 業 外 費 用 789,000 550,386 238,614 69.8％ 0

収益的収入

区　　分

1 簡易水道事業費用

収益的支出

区 分

1 簡易水道事業収益
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ウ その他 

収益的収支（税抜き）では、事業収入20,115,892円、事業支出20,993,904円、収支差

引878,012円の当年度純損失となった。前年度繰越利益剰余金2,212,333円を加え、当年

度未処分利益剰余金は1,334,321円となる。 

予算に定められている一時借入金の限度額60,000,000円に対し、借入額は31,000,000

円であった。 

 

 エ 施設その他 

施設は11施設（簡易水道6、条例水道4、共同給水施設1）で、計画給水人口は2,550人、

給水人口は1,009人となっている。  

 

 

(6) 経理事務 

予算差引簿、各台帳整理、補助簿、たな卸表を検証したが、経理に関する事務は、適当

と認めた。 

 

 

(7) 監査の結果 

  次のとおり検討又は改善を要する事項が見受けられた。  

 

 

(8) 監査意見 

  水道使用料における過年度未収金は  2,986,900円で、前年度と比べ  284,912 円、10.5

％増加している。また、令和6年度（令和7年4月末）の給水収益徴収率は99.10%で、前年

度と比べ0.24ポイント低下している。今後も水道事業の健全な運営維持を図るため、未収

金の削減に努められたい。 

(単位：円)

予算現額 決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減

執行率
うち
仮受消費税

70,828,000 59,927,090  △10,900,910 84.6％ 0

(1) 企 業 債 68,200,000 57,300,000  △10,900,000 84.0％ 0

(2) 補 助 金 2,628,000 2,627,090  △910 100.0％ 0

(単位：円)

予 算 現 額 決 算 額 予算残額 執 行 率
うち
仮払消費税

70,899,000 60,154,090 10,744,910 84.8％ 5,229,724

(1) 建 設 改 良 費 68,271,000 57,527,000 10,744,000 84.3％ 5,229,724

(2) 企 業 債償 還金 2,628,000 2,627,090 910 100.0％ 0

資本的収入

区　　分

1 資 本 的 支 出

資本的支出

区 分

1 資 本 的 収 入
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(1) 職員の配置と事務分掌 

下水道課は産業建設部に所属し、職員は課長以下11人（会計年度任用職員1人を含む）で、次

のとおり所管事務を分掌している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方公営企業法第34条の2により管理者の権限は、市長が行い、出納取扱金融機関に株式会

社伊予銀行を指定している。 

 また、業務に係る出納その他の会計事務を行わせるため、企業出納員1人（下水道課長）、

現金取扱員3人を置いている。 

 

 

(2) 下水道事業予算の執行状況 

（一般会計） 

当課関係の一般会計予算執行状況（令和7年3月末日現在）は、次表のとおりである。 

歳出は予算現額6,062,000円に対し、支出済額3,520,668円（執行率58.1％）となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

下 水 道 課 

（歳　出） (単位：円)

目 予 算 現 額 支 出 済 額 予 算 残 額 執 行 率

都市下水路整備事業費 6,062,000 3,520,668 2,541,332 58.1％

令和６年度　一般会計予算執行状況表（R7.3.31現在）

(R7.5.1現在)

課長補佐兼 庶務係長
庶務係長 （課長補佐兼務）

業務係長
（課長補佐兼務）

課長補佐兼 生活排水係長
生活排水係長 （課長補佐兼務）

課長補佐兼 施設管理係長
施設管理係長 （課長補佐兼務）

主幹兼
課長補佐兼
業務係長

係2人
（うち会計年度任用職
員パート1人）

主管兼
課長補佐

専門員兼
工務係長

係1人

産業建設部長 課 長

係1人

（単位：人）

課 長
主幹兼
課長補佐

課長補佐
専門員
兼係長

専門員 主 任 技 師
会計年度任用職員
（パートタイム）

合 計

1 2 3 1 1 1 1 1 11
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（下水道事業会計） 

ア 収益的収支 

次表に示したように収益的収入は、予算現額1,614,925,000円に対して、決算額1,625,775,086円

（執行率 100.7％）、収益的支出は、予算現額 1,615,384,000円に対して、決算額

1,567,103,665円（執行率97.0％）で、収支差引額58,671,421円となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 イ 資本的収支 

次表に示したように、資本的収入は、予算現額1,398,801,000円に対して、決算額は

1,086,667,184円（執行率77.7％)、資本的支出は、予算現額1,957,654,000円に対して、

決算額は1,490,479,085円 (執行率76.1％ )で、収支差引不足額547,811,901円（資本的収

入額のうち、翌年度への繰越工事資金144,000,000円を除く。）は、当年度分消費税及

び地方消費税資本的収支調整額27,087,957円、当年度分損益勘定留保資金482,504,325円、

過年度分損益勘定留保資金30,903円、減債積立金18,103,918円及び当年度未処分利益剰

余金20,084,798円で補填しており、補填財源は適当なものと認めた。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予 算 現 額 決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減

執 行 率 うち仮受消費税

1,614,925,000 1,625,775,086 10,850,086 100.7％ 43,990,702

(1) 営 業 収 益 575,017,000 582,530,932 7,513,932 101.3％ 43,989,448

(2) 営 業 外 収 益 1,039,908,000 1,043,244,154 3,336,154 100.3％ 1,254

(3) 特 別 利 益 0 0 0 ‐ 0

予 算 現 額 決 算 額 予 算 残 額 執 行 率 うち仮払消費税

1,615,384,000 1,567,103,665 48,280,335 97.0％ 43,056,733

(1) 営 業 費 用 1,515,125,000 1,488,104,882 27,020,118 98.2％ 43,056,733

(2) 営 業 外 費 用 99,723,000 78,998,783 20,724,217 79.2％ 0

(3) 特 別 損 失 536,000 0 536,000 0.0％ 0

収益的収入

区　　分

1 下水道事業費用

収益的支出

区 分

1 下水道事業収益

(単位：円)

予 算 現 額 決 算 額
予算額に比べ
決算額の増減

執 行率
うち翌年度
への繰越工
事資金

1,398,801,000 1,086,667,184 △312,133,816 77.7％ 144,000,000

(1) 企 業 債 697,900,000 527,200,000 △170,700,000 75.5％ 114,400,000

(2) 出 資 金 123,474,000 123,474,000 0 100.0％ 0

(3) 補 助 金 574,680,000 432,678,464 △142,001,536 75.3％ 29,600,000

(4) 分担金及び負担金 2,747,000 3,314,720 567,720 120.7％ 0

(単位：円)

予 算 現 額 決 算 額 予 算 残 額 執 行率
うち
仮払消費税

1,957,654,000 1,490,479,085 467,174,915 76.1％ 62,871,930

(1) 建 設 改 良 費 1,184,101,589 716,926,674 467,174,915 60.5％ 62,871,930

(2) 企 業 債 償 還 金 773,552,411 773,552,411 0 100.0％ 0

1 資 本 的 収 入

資本的収入

区　　分

1 資 本 的 支 出

資本的支出

区 分
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(3) 下水道事業の運営管理について 

 ア 事業実績について 

①下水道整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和6年度末現在20,426人（前年度より379人減）が下水道に接続しており、処理区域内人口

に対する水洗化率は89.2％（前年度より0.4ポイント増）、下水道の普及率は、行政区域内人口 

29,625人に対し、処理区域内人口22,902人で普及率77.3％（前年度より0.1ポイント増）となっ

ている。 

 

②浄化センター 

各浄化センターの処理水量の状況は、次表のとおりとなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③管渠・ボックス布設状況 

令和7年3月31日現在における公共下水道の管渠・ボックスの布設状況は次表のとおりであ

る。 

 

項目

行政区域内人口　 (A) 29,625 人 30,345 人 △720 人

処理区域内人口　 (B) 22,902 人 23,431 人 △529 人

水洗化人口　　　 (C) 20,426 人 20,805 人 △379 人

水洗化率　　(C)÷(B) 89.2 ％ 88.8 ％ 0.4 ㌽

下水道普及率(B)÷(A) 77.3 ％ 77.2 ％ 0.1 ㌽

前年度比較令和5年度令和6年度

雨 量 総 下 水 量 雨水処理水量 簡易処理水量 高級処理水量
mm ①＋②＋③㎥ ①　　　　㎥ ②　　　　㎥ ③　　　　㎥

令和４年度 1,173 6,667,547 395,113 843,411 5,429,023

令和５年度 1,474 7,499,326 643,405 1,331,010 5,524,911

令和６年度 1,499 7,314,798 572,265 1,314,281 5,428,252

雨 量 総 下 水 量 雨水処理水量 簡易処理水量 高級処理水量
mm ①＋②＋③㎥ ①　　　　㎥ ②　　　　㎥ ③　　　　㎥

令和４年度 - 83,059 - - 83,059

令和５年度 - 84,422 - - 84,422

令和６年度 - 84,143 - - 84,143

雨 量 総 下 水 量 雨水処理水量 簡易処理水量 高級処理水量
mm ①＋②＋③㎥ ①　　　　㎥ ②　　　　㎥ ③　　　　㎥

令和４年度 - 532,893 - - 532,893

令和５年度 - 522,483 - - 522,483

令和６年度 - 539,051 - - 539,051

八幡浜浄化センター

真穴浄化センター

保内浄化センター
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④有収率、排水量の状況 

令和7年3月31日現在における有収率の状況は次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 事業収益について  

事業収益（税抜額）は1,578,046,612円である。 

主な内訳は、営業収益538,541,484円、営業外収益1,039,505,128円となっている。  

下水道使用料の現年度徴収率は82.88％で、欠損処分額154,630円の内容を検討したが、

やむを得ない理由によるものと認めた。  

未収入金が多いのは3月分の使用料が4月に納入されるためであり、この納入金を入れ

て計算した令和6年度の徴収率は91.62％となっている。  

 

ウ 事業費用について  

総費用は1,546,444,528円である。 

経費内容の主なものを構成比でみると、人件費3.8％、物件費・その他31.0％、減

価償却費60.1％、支払利息5.1％となっている。 

八幡浜処理区 保内処理区 真穴処理区分

小（ 60㎝以下） 92,516.5ｍ 36,269.3ｍ 3,495.6ｍ

中（ 70㎝～110㎝） 7,108.1ｍ 366.8ｍ 0.0ｍ

大（120㎝以上） 4,941.4ｍ 0.0ｍ 0.0ｍ

計 104,566.0ｍ 36,636.1ｍ 3,495.6ｍ

前年度対比（増減） 0.0ｍ 0.0ｍ 0.0ｍ

 50× 50㎝以下 602.0ｍ 45.0ｍ 51.4ｍ

 60× 60㎝～100×100㎝ 4,741.4ｍ 0.0ｍ 0.0ｍ

110×110㎝～150×150㎝ 2,657.0ｍ 0.0ｍ 0.0ｍ

160×160㎝～200×200㎝ 178.0ｍ 76.6ｍ 0.0ｍ

210×210㎝以上 316.8ｍ 0.0ｍ 0.0ｍ

計 8,495.2ｍ 121.6ｍ 51.4ｍ

前年度対比（増減） 0.0ｍ 46.2ｍ 0.0ｍ

管

渠

ボ

ッ

ク

ス

公共下水道「管渠・ボックス」布設現況表

区　　　分

接続戸
数(戸)

排水量
（㎥）

有収水
量(㎥)

有収率
(％)

接続戸
数(戸)

排水量
（㎥）

有収水
量(㎥)

有収率
(％)

令和5年度末 7,623 5,524,911 1,760,731 31.87 2,326 522,483 513,125 98.21

令和6年度末 7,516 5,428,252 1,728,353 31.84 2,377 539,051 545,822 101.26

接続戸
数(戸)

排水量
（㎥）

有収水
量(㎥)

有収率
(％)

令和5年度末 417 84,422 87,382 103.51

令和6年度末 410 84,143 85,497 101.61

八幡浜
区分

区分

有収率、排水量の状況

真穴

保内
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エ 収益的収支について 

収益的収支では、31,602,084円の当年度純利益となった。  

これにその他未処分利益剰余金変動額18,103,918円を加えると、当年度未処分利益剰

余金は49,706,002円となる。 

 

オ 施行工事の概要  

令和6年度に施行した工事の契約方法は、管理規程の定めによる指名競争入札で行って

おり、その方法は、適当なものと認めた。  

 

 

(4) 戸別合併処理浄化槽整備事業について 

令和7年3月31日現在における合併処理浄化槽設置状況は次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和7年3月31日現在における設置状況は次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(5) 小規模下水道事業について 

令和7年3月31日現在における小規模下水道加入世帯の状況は次表のとおりである。 

 

  

基 数 13 基 1 基 1 基 1 基 16 基

処理人口 38 人 4 人 3 人 7 人 52 人

基 数 11 基 6 基 0 基 0 基 17 基

処理人口 29 人 15 人 0 人 0 人 44 人

基 数 8 基 4 基 0 基 0 基 12 基

処理人口 20 人 17 人 0 人 0 人 37 人

基 数 9 基 1 基 2 基 0 基 12 基

処理人口 24 人 3 人 11 人 0 人 38 人

基 数 10 基 2 基 0 基 0 基 12 基

処理人口 27 人 6 人 0 人 0 人 33 人

令和５年度

令和６年度

11～15人槽5人槽
人　　　　槽　　　　別

年度末設置基数

令和２年度

令和３年度

令和４年度

6～7人槽
合　計

　　　　　　　　人槽別
8～10人槽

区分 接続戸数 排 水 量 有 収 水 量 有 収 率

令和5年度末 954戸 427,854㎥ 427,854㎥ 100.0％

令和6年度末 966戸 432,890㎥ 432,890㎥ 100.0％

合併処理浄化槽設置状況
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令和7年3月31日現在における接続状況は次表のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(6) 財産の状況 

資産、負債、資本の状況と令和6年度中における増減及び財政分析、経営分析、資金計画

状況については、決算審査意見書で記述する。 

 

 

(7) 経理事務と備品管理 

経理関係については、関係諸帳簿を検証したところ数字は証拠書類と一致し、経理事務に不都

合は認められなかった。 

備品を備品台帳と照合（摘出法）したところ、員数は一致しており、その取り扱いは適当と認

められた。 

 

 

(8) 監査の結果 

  次のとおり検討又は改善を要する事項が見受けられた。 

 

 

(9) 監査意見 

下水道課所管の各種使用料等の過年度未収金は、下水道建設費受益者負担金122,700円、下水

道使用料2,598,946円（うち公共下水道使用料2,471,056円、特環下水道使用料0円、合併処理浄

化槽使用料127,890円、小規模下水道使用料0円）、計2,721,646円で、前年度と比べ136,390円、

5.3％増加している。公共下水道使用料の過年度未収金以外は減少、改善しており、徴収の努力が

認められるが、受益者負担の公平を期すため、引き続き未収金の削減に努力されたい。 

 

全
世帯数

加入
世帯数

加入率
全

世帯数
加入

世帯数
加入率

全
世帯数

加入
世帯数

加入率

令和２年度 203 186 91.6％ 86 77 89.5％ 289 263 91.0％

令和３年度 194 177 91.2％ 85 76 89.4％ 279 253 90.7％

令和４年度 189 173 91.5％ 83 74 89.2％ 272 247 90.8％

令和５年度 184 168 91.3％ 83 72 86.7％ 267 240 89.9％

令和６年度 180 164 91.1％ 79 72 91.1％ 259 236 91.1％

小規模下水道加入世帯の状況

年 度
合 計喜 木 津 処 理 区磯 崎 処 理 区

接続
戸数

排水量 有収水量 有収率
接続
戸数

排水量 有収水量 有収率

令和5年度末 168戸 35,285㎥ 36,560㎥ 103.61％ 72戸 10,741㎥ 11,197㎥ 104.25％

令和6年度末 164戸 32,696㎥ 33,863㎥ 103.57％ 72戸 10,517㎥ 10,941㎥ 104.03％

区分
喜木津磯崎

有収率、排水量の状況


